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１．はじめに 

従来、航空機荷重により地下構造物に作用する鉛

直方向地中応力は、荷重分散法（ボストンコード法）

により算定してきたが、近年、多層弾性解析プログ

ラムの汎用化により、舗装体を考慮する等適切な条

件での算定が可能となった。 

本研究では多層弾性解析によりコンクリートスラ

ブ等、荷重分散効果の高い舗装体直下に地下構造物

が埋設される場合における鉛直方向地中応力を算出

し、等方等質地盤（舗装なし）と比較することによ

り応力低減効果を確認した。 

 

２．舗装の有無による応力の関係 

国内主要空港における舗装の標準的な設計条件

（設計荷重区分LA-1、設計反復作用回数20,000回、

CBR10%またはK値25MN/m3）により算定した断面とし

て、アスファルト舗装（As舗装：表・基層15cm）、

プレストレストコンクリート舗装（PC舗装：版厚

24cm）、無筋コンクリート舗装（NC舗装：版厚42cm）

の3つのケースについて、国内就航機材40機種を対象

に、鉛直方向地中応力の最大値を多層弾性解析プロ

グラム（GAMES）により算出し、等方等質地盤（舗装

なし）の応力と比較した。結果の一例を図-1に示す。 

舗装が有る場合、舗装の剛性が高くなるほど（As

舗装（16℃）＜PC舗装＜NC舗装）応力は小さく、深

度が浅いほど舗装無しの場合との差は大きくなった。

NC舗装の場合、舗装無しの場合に比べ40％～80％程

度の応力低減効果があり（図-2）、特に1.5ｍ以浅に

おいて低減率が大きくなった。 

 

３．おわりに 

本研究により、舗装体を考慮した場合の応力の低

減効果を確認することができた。これにより、剛性

の高い舗装体直下に埋設される構造物は、構造断面

等を経済的に設計できることから、要領改訂に向け

ては、具体的な算出方法の例を示す等、設計の効率

化を考慮して素案を取りまとめる予定である。 

 

図-1 鉛直方向地中応力(B777-300) 

 

図-2 舗装有無による影響(B777-300) 
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建築関連の技術基準原案 

作成等の取り組みについて 
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１．経緯 

建築物に係る安全確保のための技術基準が建築基

準法等に定められている。これら建築関連の技術基

準については、調査研究や技術開発の進展、災害等

に応じ、適宜見直していく必要がある。 

このため、国土技術政策総合研究所（以下「国総

研」という。）の研究成果や、「建築基準整備促進

事業」（国土交通省補助事業：国が調査課題を設定

し、公募により選定された事業主体に調査費を補助

する事業。）の成果を踏まえた基準化を進める体制

として、平成23年度から、「建築構造基準委員会（委

員長 久保哲夫 東京大学名誉教授）」、平成24年

度から、建築防火基準委員会（委員長 辻本誠 東

京理科大学教授）」を国総研に設置し、外部専門家

の意見も踏まえつつ技術基準原案を作成する体制と

した。また、技術基準の高度化・合理化に向けて、

関係団体と連携し「コンタクトポイント」を設置し、

広く民間等からの基準の整備・見直しの提案に対応

している（図1）。 

 

２．建築構造基準委員会 

東日本大震災における建築物被害を踏まえ、平成

23年度は津波避難ビル等に関する構造上の要件につ

いての技術基準原案を作成した。平成24年度は、引

き続き震災被害を踏まえ、天井脱落対策やエスカレ

ーターの落下対策に関する審議を進めている。7月9

日に第4回委員会が開催された後、7月末から9月15

日まで技術基準原案についてパブリックコメントに

付し、寄せられたご意見を踏まえ、引き続き検討を

進めているところである。 

 

 

３．建築防火基準委員会 

10月10日に第1回委員会を開催し、大規模な木造建

築物の建設促進に向けて平成24年2月22日に実施し

た木造3階建ての学校の実大火災実験（予備実験）の

結果を踏まえて、その後の実験計画、木造3階建て学

校に係る防火基準の在り方について審議した。今後

も、実験を踏まえた防火関連の技術基準について検

討していく予定である。 

 

４．コンタクトポイント 

 コンタクトポイントでは、建築基準法の単体規定

等の技術基準について、民間等からの基準の整備・

見直しの提案を受け付け、（独）建築研究所の協力

を得つつ、国総研で技術的な見地からの検討を行っ

ている。平成24年度は新たに10 件の提案を受け付け

るとともに、技術基準の見直しや、見直さない判断

等により、過年度に受け付けた提案のうち33件を処

理した(12月現在)。 

 

５．今後の予定 

 社会資本整備審議会の動き等も踏まえつつ、引き

続き調査研究等の進展に応じた技術基準の見直しに

ついて検討していく予定である。 
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図1 建築関連技術基準の検討体制 

（参照HP：一般財団法人建築行政情報センター 
      http://www.icba.or.jp/cp/cp_top.html） 
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